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巨泉vs小泉
　大橋巨泉と小泉首相の国会討論を聴
いた（１０月９日）。味のあるやり取りであっ
たが、大橋議員に、もう一言、言って欲し
かった場面があった。

巨泉　特攻隊員の心情を思って靖国に
参拝した首相としては、世界貿易セン
ターに突っ込んだパイロットの心情をどう
思うか。
首相　想像を絶する。テロリストは、戦闘
機ではなく旅客機をハイジャックして道
連れにした。敵の兵器ではなく、何千人
の普通の市民が働くビルを攻撃した。特

　軍縮問題を議論する国連第一委員
会は、１０月８日に開会した。ブッシュ政権
が登場し、単独行動主義が濃厚になっ
たなかで、初めて開かれる国連軍縮会
議として注目される。９．１１テロによって、
国際協調を強いられている米国である
が、多国間軍縮協議について、路線が
柔軟化したという兆候はまだない。
　冒頭の８日に、新アジェンダ・イニシャ
チブ７カ国の外相は、共同コミュニケを発
表した（全文は次号）。注目されるのは、名

９．１１で核兵器使用の可能性は増大した

テロを憎む小泉首相は
なぜ核兵器を憎まないのか

攻とまったく違う。想像を絶する。

　次に、こう続けたらどうなっただろう。
巨泉　では、一つの都市を、生きている
人間全部まるごと、一瞬にして焼き尽く
す爆弾を投下した者の心情を、首相は
想像できるか。

指しこそしていないが、テロ根絶に協力
を要請しながら軍縮で単独行動をとる
米国を暗に批判し、「国際的な安全保障
は、集団的な関与を必要とする集団的な
関心事である」、「一方的核軍縮や二国
間核軍縮の措置は、条約に基づく多国
間の核軍縮へのアプローチを補完する
ものである」と強調した。
　そして、米国がＡＢＭ条約（対弾道ミサ
イル条約制限条約）を破棄、または改変し

米の単独行動主義を暗に批判
新アジェンダが外相共同声明

ＣＴＢＴ：会議日程は未定

３ページ右上へつづくèu

６ページ右段下へつづくèu

　憂慮されていた「報復戦争」が始まった。国連は、米英の「開戦」を阻止できずに、個別的・集団的自衛
権の行使として容認した。これは、将来に大きな問題を残すことになる。小泉首相は、「テロを憎み、主体的
にテロ根絶に立ち上がる」という。その思想はいかにも付け焼き刃である。核兵器の使用や威嚇ほど、テ
ロの名にふさわしい行為はないことが、まだ国会では議論されない。
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＜前提＞

　１）米政府の対応には、国際法の観点
から疑義がある。

①国際法上の“戦争”とは、国家による戦
争の意思表示が成立の前提条件で
あるとされる（開戦ニ関スル条約１９０７）。
　しかし今回の事件はそのような要
件を満たしておらず、“集団殺害”の
犯罪とみなすべきであって“戦争”で
はない。
②国際法は、アメリカが準備しているか
たちの“報復のための戦争”を認めて
いない（復仇の禁止）。したがって現在
テロリストが攻撃を継続しているので
ないかぎり、報復は認められない。（不
戦条約１９２８、国連友好関係宣言１９７０、ヘ

ルシンキ宣言１９７５）

③国際法では、いかなる紛争にたいし
ても、まず“平和的解決への努力”を
義務づけている。したがって、その努
力がなされない段階での最後通告や
攻撃開始は正当化されない。（国連憲
章１９４５）

　２）当然の帰結として、アメリカの軍事
報復行動に同調する日本政府の対応
も、条約国際法および国連憲章に違反
する。

Ⅰ基本的外交政策からみた
問題点

　１）ブッシュ大統領は９月２０日の議会
演説において、「あらゆる兵器を使う」と
宣言した。当然核兵器も含まれると解さ
れるが、それに同調することは、たとえ自
衛隊が直接核兵器の輸送・補給にあた
らないにせよ、国是としての非核政策の
道義性と説得力を失墜させる。アメリカ
政府に対し、日本の基本姿勢として核兵

器使用反対の意思を伝達すべきであ
る。

　２）政府は「我が国の措置について」（９
月１９日）第５項目において、「米国に協力
するパキスタン及びインドに対して緊急
の経済支援を行う」ことを明らかにした。
これは９８年両国の核実験実施に際して
とられた制裁措置を実質的に解除し、両
国の核保有を是認することにつながる。
執行を中止すべきである。

　３）あまりに前のめりな対米軍事支援
は、穏健派をふくむイスラム諸国の反発
を招き、日本が１９７０年代以降維持してき
た親アラブ外交にひびをいれる結果を
招くのではないか。軍事行動の進展い
かんでは、日本が“アラブ共同の敵”とみ
なされることも考えられる。アメリカと日本
の対中東政策の違いをわきまえておく冷
静さが必要である。

Ⅱ新法と憲法との関係

　１）自衛隊の任務－－自衛隊法第３条
は自衛隊の任務を「直接侵略及び間接
侵略に対しわが国を防衛する」と規定す
る。この規定に触れないまま自衛隊部隊
に国外任務を与えることは許されない。
一方、この規定は、憲法第９条を受け「急
迫不正の侵害」＝侵略排除と「個別的自
衛権」＝国土防衛に限定した自衛隊の
基本任務確認であり、したがって自衛隊
法第３条に国外任務を付加すれば、憲法
との整合性が失われる。憲法第９条、自
衛隊法第３条のもとで新規立法が許容さ
れる余地はない。

　２）集団的自衛権の禁止－－“アメリカ
の戦争”を、日本から１万キロ離れた遠
隔地において自衛隊が支援・協力する
ことは、歴代政府が堅持してきた自衛権

発動の要件に反し、個別的自衛権、専守
防衛原則と相容れない行動となる。イー
ジス艦をふくむ護衛艦のインド洋派遣
や、将来あり得るかたちとしてＡＷＡＣＳ
（空中指揮管制機）がインド洋周辺に派遣
され、その空中指揮機能により米軍のア
フガニスタン攻撃作戦が展開することに
なると、たとえ殺傷をともなわないにして
も、それじたい武力行使とみなされる。

　３）海外派兵の禁止－－新法において
自衛隊の武装部隊が「医療・難民支援」
の目的で「他国の領土・領海・領空」には
いることを容認される。たとえ「武力行使
の目的をもたない」と主張しても、予想さ
れる米軍事行動の態様いかんでは、自
衛隊部隊が「戦闘を強いられる」ことは
十分にあり得る。ゲリラとの戦いに前方・
後方の区別はありえず自動的に武力行
使にいたらざるをえない。

　４）交戦権の否認－－軍事組織が武器
を使用する場合、政治の意図を反映さ
せるためＲＯＥ（交戦規則、部隊行動基準）
を作成するのが通例である。日本国憲
法は「国の交戦権はこれを認めない」と
明記している。一方、自衛隊が米艦に対
する護衛、派遣部隊への警備任務など
の共同作戦に従事することになれば、交
戦・応戦という事態も考慮しなければな
らず、侵略阻止用とは別次元のＲＯＥ作
成が不可欠となる。日本にたいする武力
攻撃がない状態および国土外における
「国の交戦権」に踏み込むことは、憲法
第９条の明白な侵犯である。

　５）武器の使用－－武器の使用が「武
力行使」として認められるのは「防衛出
動時の武力行使」(自衛隊法第８８条)の場
合のみである。国外における武器の使
用は、ＰＫＯ協力法においても、周辺事態
法においても、正当防衛の範囲－－自己
保存のための自然権的権利の枠内、す
なわち「自己又は自己と共に当該職務
に従事する者の姓名又は身体の防護の
ため」に限定されてきた。この原則を崩
せば国外における武力行使の容認とな
る。

Ⅲ日米安全保障条約との
関係

　１）米軍との共同行動－－条約第５条
は、「わが国の施政の下にある領域にた

「対米支援新法」の問題点
（２００１．１０．４）

前田哲男

論点
整理

１０月５日、政府はテロ対策特別措置法案を国会に提出した。正
式名称は、「平成１３年９月１１日のアメリカ合衆国において発生
したテロリストによる攻撃等に対応して行われる国際連合憲章
の目的達成のための諸外国の活動に対して我が国が実施す
る措置及び関連する国際連合決議等に基づく人道的措置に
関する特別措置法（案）」である。この法案の性格は対米支援
新法である。
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いする武力攻撃」にのみ、共同行動を定
めている。同第６条に、米軍の行動として
「極東における国際の平和と安全の維
持に寄与する」旨の規定があるが、これ
は基地使用に関してであり、自衛隊の行
動とは関係しない。

　２）周辺事態法－－この法律も「日本有
事」が前提であり、法案審議中になされ
た議論と条文修正によって、これ以上
の、またこれ以外の行動は憲法解釈上
許されないことが確認されている。つい
２年前確認された「憲法の限界」をべつ
の法律によって置き換えることは、到底
認められることではない。

①日本周辺地域においてさえ認められ
ない対米支援が、中東・インド洋で可
能だとする新法のもつ矛盾。
②２年前の法案審議のさい、“歯止め”と
して提示された限界を、べつの法律
によって乗り越えようとする政治的不
誠実さ。

Ⅳ自衛隊法との関係

　１）防衛庁設置法にもとづく協力の問
題点。

①政府は米空母護衛のための自衛艦
出動の根拠として、防衛庁設置法第５

条２０項の「所掌事務の遂行に必要な
調査及び研究を行うこと」をあげてい
る。しかし防衛庁設置法は、中央行政
組織としての防衛庁の「事務にかん
する」任務・権限をさだめた法律であ
り、実力部隊である自衛隊の部隊運
用については別個に自衛隊法が存
在する。したがって部隊運用のために
防衛庁設置法を適用するのはまった
くの筋違いである。
②１９８０年「リムパック演習」に艦艇を参
加させるさい、同２１項の「所掌事務の
遂行に必要な教育訓練を行うこと」が
適用された前例がある。この手法が
再現されたことになるが、今回は訓
練・演習とはちがい現実の戦闘にい
たる可能性もあるケースであり、このよ
うな手法が内閣によって行われたこと
はは超法規的脱法行為といわざるを
えない。

　２）自衛隊法の規定との矛盾。

①第３条に規定された自衛隊の部隊行動
における基本任務と明確に背反する。
②第１００条「雑則」を濫用して既成事実の
拡大をはかる“法の下克上”の問題点。

Ⅴいま、何がなされるべきか

　１）“アメリカ対テロリズム”の枠組みで

なく、“国際社会対テロリズム”に移行さ
すべきである。

　２）軍事報復が、際限ない暴力の応酬
につながることを考え、国連と国際条約
に立脚した「法の裁き」が追求されるべき
である。そのような行為を裁く１２の条約
がすでに存在している事実を確認した
い。（７ページ参照）

　３）同時に、これらに立脚した国際法廷
がすでに開設されている事実も想起
すべきである。
①国連旧ユーゴスラビア国際裁判所（１
９９３）－－大量殺人、女子の抑留及び
強姦、民族浄化。
②国連ルワンダ国際犯罪法廷（１９９４）－
－フツ族によるツチ族に対する虐殺。
③パンナム機爆破特設法廷（２０００～０１．
２）－－リビア人２被告中１人に終身刑
宣告。
④ポルポト派虐殺特別法廷（２００１）

　４）日本政府は、１０月開催される国連
総会に「テロリズムにたいする結集決
議」をもとめ、証拠にもとづく犯行グルー
プの特定と指名手配および支援勢力へ
の引き渡し、国際法廷における裁判が実
現するよう努力すべきである。

首相　テロと関係がない。
巨泉　そうではない。首相は今回のテロ
の何に怒っているのか。何を憎むべきと
考えているのか。それによって、何と戦う
のかが決まる。目的が何であれ、人間が
最低限守らなければならない約束ごとの
一線がある。それを破ったことへの怒り
ではないのか。

核兵器への新たな恐怖
　９．１１以後、核兵器への恐怖の認識が
新たになった。航空機による原発への体
当たり攻撃という次元の問題も確かにあ
る。しかし、問題はもっと本質的である。
　テロの出口が狭められ、不満や憤懣
が内部で膨張するとき、対抗手段は究
極的な暴力へとエスカレートするだろう。
９．１１はその意味で、テロ暴力の水準の
ある本質的な一線が越えられたことを意
味するように思われる。
　一線が越えられたという感覚は、ペン

タゴンの戦争プランナーのメンタリティー
にも生まれただろう。冷戦時代、信じられ
ないような究極の生き残り戦略を真面目
に考案したプランナーがとりつかれてい
たのは、「悪魔の帝国」ソ連という観念で
あった。そのソ連の核兵器に打ち勝とう
とした。いま、「悪魔のテロリスト」という観
念が生まれた。そして、彼らの破壊力に
核兵器をもって対抗する理論が生まれ
る土壌がいま作られたのである。つまり、
核を使うしきいは、９．１１で低くなった。

存在する核兵器は使われる
　こんにち、核物質さえ入手できれば、
粗悪な核爆弾を作るのは簡単である。
自爆覚悟の運搬者を想定すれば、爆弾
装置はもっと容易に工作できる。
　９．１１以後、パキスタンの核物質と核兵
器の警備が最重要問題である。内乱に
発展した場合、防護を口実にした西側
の介入を国際社会は許すだろう。しかし
実際には、介入への反発からかえってテ

ロリストに核が渡りやすくなる側面も生ま
れる。綱渡りの危機が、世界を覆う。
　９．１１の直後、アナン国連事務総長が、
「核軍縮の重要性が増した」とＩＡＥＡ（国
際原子力機関）総会にメッセージを送った
のは、極めて適切であった。彼は、「核兵
器の完全廃棄こそ、その使用や威嚇を
阻止する唯一の絶対的な保証である」と
的確に指摘している（６ページ参照）。
　このテーマは、キャンベラ委員会が述
べ、新アジェンダ声明が踏襲した世界の
安全保障に関する基本的認識であるこ
とを指摘しておきたい。
　「核兵器を永久に保有しつつ、偶発的
にも決定によっても、それを使用しないこ
とが可能であるという議論は、信頼性を
欠く。唯一の完全な防御は、核兵器を除
去し、核兵器が再び製造されないと保証
することである。」（新アジェンダ声明）
　日本は、９．１１を契機として、このことこ
そ世界に向かって議論すべきである。
（梅林宏道）

uç１ページ右下からつづく
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■正当性欠く「自衛権」
　１０月７日、米国は英国とともに、アフガ
ニスタンへの軍事行動を公然と開始し
た。
　米英はこの軍事行動を、国連憲章が
認める自衛権の行使だと主張している。
アナン国連事務総長も、１０月８日の声明
でこれを追認した（５ページ）。
　国際法は、自衛権の行使以外の「軍
事報復」を禁じているが、米英の今回の
武力行使は、「軍事報復」的性格を色濃
く帯びている。自衛権の行使に必要な、
（１）アフガニスタンが今回のテロ攻撃に
対して責任を負うことの立証、（２）さらな
る対米攻撃が計画されていることの立
証、などの点は判然としないままである。
今回の行動は、１９８８年に同じく自衛権の
行使として米国が行ったアフガニスタン
およびスーダン爆撃と同様、国際法上の
正当性を欠くと言える。

■既存の条約
　そもそも、テロ攻撃を、国家間の武力
紛争を意味する国際法上の「戦争」と同
列に扱うべきではない。テロ集団は国際
法上の交戦団体の名に値しないのであ
り、テロ行為は「犯罪行為」として断罪さ
れるべきである。
　国際テロ犯罪を裁くためには、そのた
めの法制度がきわめて重要である。
　現在、１２のテロ関連国際条約がある
（７ページに一覧。英文では、国連薬物統制
犯罪防止事務所（ウィーン）テロ予防局の

ホームページ< ht tp: / /www.undcp.org/

terrorism.html>参照）。これらの履行と強化
は、９月２０日のＧ８首脳声明でも強調され
た。これら既存の条約を活用することで、
今回の紛争の平和的解決を追求するこ
とは可能である。
　まず、米国政府は今回のテロ攻撃を
犯罪行為とみなし、実行犯、指示者およ

び協力者の特定に努め、米国およびアフ
ガニスタンが締約国となっているハーグ
条約（７ページの②）およびモントリオール
条約（同③）に基づき、容疑者所在国アフ
ガニスタンに対して容疑者の訴追また
は引き渡しを要求することができる。そう
すれば、タリバン政権が要求に応じない
場合、米国側は両条約の規定に基づき
国際司法裁判所へ紛争を付託できる（１
当事国の要求により付託できる）。
　また、米国政府は容疑者引き渡しに関
してタリバン政権との交渉を拒否する構
えを貫いているが、米英が名指しする容
疑者を第三国オランダ（ハーグ）へ引渡
すことにリビアが応じた１９８８年パンナム
機爆破事件の前例もある（この例では
ハーグで、当事国英スコットランドの司法が

適用されている）。今回も、第三国への容
疑者の引き渡しという選択肢があるはず
だ。
　さらに国連安保理は、決議８２７（１９９３年
５月２５日）に基づく旧ユーゴ戦犯法廷（在
ハーグ）のような特別法廷を設置すること
ができる。
　しかし、これら非軍事的な紛争解決策
は、早い段階で政治的に排除されてしま

非軍事解決は可能である

　前号で紹介した安保理決議１３６８（９
月１２日）は、安保理としての具体的な
行動への権限を付与する内容ではな
かった。
　その後９月２８日に安保理決議１３７３
が採択された。この決議は、すべての
国家に、①国内のテロ関連資産を凍結
することを義務づけ、②資金供与を初
めとするあらゆる形でのテロリスト支援
を禁止している。この決議の履行状況
を監視する委員会が設置され、グリー
ンストック英国大使が委員長に就い

安保理、テロ資産凍結を決議
た。各国は委員会に対して、９０日以内に
履行状況を報告することが義務づけられ
ている。決議は、安保理が、「この決議の完
全履行を保証するためのすべての必要な
措置をとることを決意している」と結んで
おり、ある国のテロ支援の事実が認定され
た場合に安保理が対抗措置をとるための
布石となっている。
　１０月８日に安保理は、オサマ・ビンラディ
ンまたはアルカイダと関係があるとされる１
４組織と１３個人のリスト（自身を含む）を公
表している。

－－米英「開戦」を批判する－－

　安保理は、

　１９９９年１０月１９日の安保理決議１２６９（１９９
９）および２００１年９月１２日の決議１３６８（２００１）
を再確認し、

　２００１年９月１１日にニューヨーク、ワシントン
Ｄ．Ｃ．およびペンシルバニアで起きたテロ攻
撃を無条件に非難することをも再確認し、そ
して、すべてのそのような行為を予防する決
意を表明し、

　そのような行為が、いかなる国際テロ行為

決議１３７３（２００１）
２００１年９月２８日、全会一致で採択。

とも同様に、国際の平和と安全への脅威とな
ることも再確認し、

　決議１３６８（２００１）でくり返されているように、
国連憲章によって認識されている個別的お
よび集団的自衛の固有の権利を再確認し、

　国連憲章にしたがって、テロ行為によって
もたらされる国際の平和と安全への脅威と、
すべての手段によって戦う必要性を再確認
し、

　不寛容および過激主義によって誘導され
るテロ行為が世界のさまざまな地域で増大
していることを深く憂慮し、

　国家に対して、協力の増大や、テロに関係
する関連国際諸条約の完全履行などを通し

て、テロ行為を予防し抑止するために緊急に
ともに作業することを呼びかけ、

　国家が、領土内ですべての合法的手段を
通じて、あらゆるテロ行為の資金供与および
準備を予防し抑止するための追加的な措置
をとって、国際協力を補足することの必要性
を認識し、

　すべての国家には、他の国家においてテ
ロ行為を組織し、煽動し、援助しまたはテロ
行為に参加することや、その領土内でテロ行
為の実行に向けられた組織的活動を黙認す
ることを、やめる義務があるとする、１９７０年１０
月の総会宣言（決議２６２５（ＸＸＶ））によって
総会が確立し、１９９８年８月１３日の安保理決
議１１８９（１９９８）によって安保理がくり返した原
則を再確認し、

　国連憲章第７章の下に行動し、

１．すべての国家が以下のことをすべきことを
決定する。
（ａ）テロ行為への資金供与を予防し抑止す
ること。

（ｂ）テロ行為を実行する目的で資金が利用
されるとのつもりで、または資金がそのよう
に利用されることを知りながら、国民により
または領土内で、直接または間接に、あら
ゆる手段によって、資金が意図的に供給
または収集されることを、犯罪化すること。

（ｃ）次の者の資金、財政資産または経済資
源を、遅滞なく凍結すること。；テロ行為を
実行するまたは実行を試みる、またはテロ
行為の実行に参加するないしこれを促進
する個人。；そのような個人により直接また
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　９月１１日の米国への攻撃のすぐ後に、
安全保障理事会は、テロ行為によって引き
起こされた国際の平和と安全への脅威と
すべての手段をもって戦う決意を表明し
た。安保理はまた、国連憲章の下での個
別的ないし集団的自衛の固有の権利を
再確認した。関係国は、アフガニスタンに
おける現在の軍事行動を、この文脈の下
に位置づけている。
　テロリズムをうち負かすために、私たち
は、すべての国々の団結を保ち、また私た
ちの直面している災難のすべての側面に
とり組むような、持続的な努力と幅広い戦
略を必要としている。この大目的は、世界
のすべての国家によって、協働しながら、
また、政治的、法的、外交的および財政的
手段を含む多くのさまざまな手段を使いな

がら、追求されなければならない。
　アフガニスタンの民衆は、タリバン政権
の行為について責任を負わされるもので
はい。そして彼らは今、援助を絶対的に必
要としている。国連は、彼らに人道的援助
を与えるのにきわめて重要な役割を長く
担ってきた。私は、我々が人道的作業をで
きるだけ早く強化することができるようにな
ることを望んでいる。
　同時にきわめて重要なことは、国際社会
が今、アフガニスタン紛争の政治的な解
決を促進するために今まで以上に強力に
とり組むことである。国連は、すべてを代表
する、多民族の、幅広い基礎をもつアフガ
ン政府の創設を促進することに、積極的に
関与している。（訳：ピースデポ）

コフィ・アナン国連事務総長の声明
２００１年１０月８日午前、ニューヨーク国連本部にて発表。

い、顧みられていない。

■将来の条約
　１２の既存の条約のほかに、「核テロ防
止条約」および「包括的テロ防止条約」
（いずれも仮称）が国連総会第６委員会で
以前から交渉中である。今年の第６委員
会での審議内容は、１１月１５日までに本
会議に報告されることとなっている。
　将来的には、こうした国際犯罪が、国
際刑事裁判所（ＩＣＣ）で裁かれるようにな
ることが期待される。ただし、ＩＣＣ規程（１
９９８年７月１７日採択）はまだ発効しておら
ず、規程発効後の犯罪にしか適用され
ないので、今回の事件を裁くことはでき
ない。また、現状の規程はテロ行為を直
接対象犯罪に明記していないという問
題もある。「テロ行為の定義」をめぐって、
正当な解放闘争はテロと区別すべきな
どの議論が国際的に争われており、決着
をみていない。

■非軍事手段求める声
　アナン国連事務総長が、１０月８日の声
明の中で、軍事行動追認と同時に、①す
べての国の参加、②この問題の「すべて

の側面にとり組む」こと、③あらゆる非軍
事的手段の追求、などを呼びかけている
ことに注目すべきである。国際テロ根絶
を議題として行われた１０月１日から５日
までの国連総会本会議の討論の中で
は、（１）国連の下での解決、（２）確固たる

有罪証明の必要性、（３）貧困や占領など
テロの原因の除去、などが少なからず指
摘されている。こうした声の下、非軍事
的手段の道をこれから切り開くことは、十
分に可能なのである。（黒崎輝、川崎哲）

は間接に支援されまたは管理されている
主体。；そのような個人または主体に代
わって、またはそれらに指揮されて、活動
する個人または主体。これには、そのよう
な個人および関係する個人および主体に
より直接または間接に支援されまたは管
理されている財産に由来する、またはそ
れによって発生した資金を含む。

（ｄ）国民ないし領土内のあらゆる個人または
主体が、テロ行為を実行するまたは実行
を試みるまたはテロ行為の実行を促進す
るないしこれに参加する個人の、あるい
はそのような個人により直接または間接に
支援されまたは管理されている主体の、
あるいはそのような個人に代わってまた
はそれらに指揮されて活動する個人また
は主体の、利益に、直接または間接に、利
用可能なあらゆる資金、財政資産、経済
資源、または財政的なまたは他の関連す
るサービスを作ることを禁止すること。

２．また、すべての国家が以下のことをすべき
ことを決定する。
（ａ）テロ・グループのメンバーの新規参加を
抑止したり、テロリストへの武器の供給を
除去したりすることなどによって、テロ行
為に関与する主体また個人への、能動的
または受動的な、あらゆる形での支援を、
供給することをやめること。

（ｂ）情報交換によって、他の国家へ早期警戒
を供給することなどによって、テロ行為実
行を予防するための必要な措置をとるこ
と。

（ｃ）テロ行為の資金を供与し、テロ行為を計

画し、支援しまたは実行し、または安全な
避難地を供給する者たちに、安全な避難
地を与えないこと。

（ｄ）テロ行為の資金を供与し、テロ行為を計
画し、促進しまたは実行する者たちが、そ
れぞれの領土を、他の国家やその市民に
反する目的で、利用することを防ぐこと。

（ｅ）テロ行為の資金を供与し、テロ行為を計
画し、準備しまた実行することに参加する
すべての個人、またはテロ行為を支援す
ることに参加するすべての個人が、法に
照らして処断されることを保証し、また、彼
らに対するすべての他の措置に加えて、
そのようなテロ行為が国内の法律および
法規への重大な侵犯と見なされ、また、そ
の処罰がそのようなテロ行為の重大性を
適切に反映することを保証すること。

（ｆ）領地において手続きに必要な証拠を得る
ことを援助することを含めて、テロ行為へ
の資金供与またはテロ行為の支援に関
連する、刑事捜査または刑事手続きとの
関係における最大の援助措置を、互いに
提供すること。

（ｇ）効果的な国境管理および身分証書や旅
行書類の発行規制によって、また、身分証
書や旅行書類の模造、偽造または不正使
用を防ぐための措置を通じて、テロリスト
やテロ・グループの移動を防ぐこと。

３．すべての国家に以下のことを呼びかける。
（ａ）とりわけ以下のことに関する、活動中の情
報の交換を強化し加速する方法を見つ
けること。；テロリスト個人またはネットワー
クの行動および移動。；偽造または変造さ

れた旅行書類。；武器、弾薬または過敏物
質の移送。；テロ・グループによる通信技
術の使用。；テロ・グループによる大量破
壊兵器の保有によってもたらされる脅威。

（ｂ）国際および国内法にしたがって情報を
交換し、テロ行為の実行を防ぐ行政上お
よび司法上の事項について協力するこ
と。

（ｃ）テロ攻撃を予防し抑止し、そのような行為
の実行者に対する行動をとるために、二
国間および多国間の協約および協定を
通じて、協力すること。

（ｄ）１９９９年１２月９日のテロ資金供与禁止国
際条約を含む、テロ関連の国際諸条約お
よび諸議定書に、できる限り早期に加盟す
ること。

（ｅ）協力を増大して、テロに関係する関連国
際諸条約および諸議定書および、安保理
決議１２６９（１９９９）と１３６８（２００１）を完全履
行すること。

（ｆ）国際人権基準を含む国家的および国際
的の法律の関連規定にしたがいながら、
難民の地位を与える前に、庇護を求める
者が、テロ行為の実行を計画し、促進し、
またはテロ行為の実行に参加していない
ことを保証する目的の適切な措置をとる
こと。

（ｇ）国際法にしたがいながら、難民の地位
が、テロ行為の実行者、組織者および促
進者によって濫用されないことを保証す
ること。また、政治的動機の主張が、テロ
疑惑者の引き渡し要求を拒む理由として

６ページ左下へつづくèu

●Ｍ
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ａ）コフィ・アナン事務総長
　事務総長は、２００１年９月１７日の国際原子力機
関（ＩＡＥＡ）の会議で、核軍縮における前進は米国
におけるテロ攻撃の後、さらにその重要性を増し
た、と述べる。

　国連事務総長コフィ・アナンは、９月１７日の第４５
回ＩＡＥＡ総会に向けたメッセージの中で次のよう
に語った：

　「核不拡散と核軍縮の分野での前進は、
先週の米国への非道極まりないテロリストに
よる攻撃を受け、今まで以上に重要なものと
なった。昨年、核不拡散条約（ＮＰＴ）締約国
は、この挑戦は中途半端な手段では打ち勝
つことができないものであると合意した。実
際、締約国は、『核兵器の完全廃棄こそ、そ
の使用や威嚇を阻止する唯一の絶対的な
保証である』と結論づけた。

　残念なことに、核不拡散、核軍縮または核
削減を目的とした幾つかの重要な条約が、
今だ発効待ちの状態である。国際社会が、
すでに行われている契約を履行するための
努力を継続し、核軍縮を出来るだけ早急に
達成するための方法と手段を、さらに特定す
ることがきわめて重要である。

　将来を見すえれば、核物質の物理的な防

護の水準を上げ、核物質や他の放射性物質
の不法取引を摘発し対応する能力を改善
し、テロや破壊行為に対する施設の防護を
高めるために、広い国際的な協力が不可欠
であることは明白である。もう一つ根本的に
重要な問題は、世界中で核の安全性を高め
ることである。」

ｂ）ジャヤンタ・ダナパラ国連事務
次長

　２００１年９月１９日水曜日

　９月１９日、国連高官、テロ攻撃は核軍縮の
必要性を高める、と語る。

　国連の軍縮担当最高責任者によれば、９
月１１日に起きたテロリストによる米国への攻
撃は、世界中の保有核兵器を削減する必要
性を強調するものである。

　「この状況は、実際よりももっとひどいものに
なっていたかも知れない、という事実に、私た
ちは気づく必要があります。…たとえば、あの
テロリストたちが大量破壊兵器を使ったとし
たら、と考えてみて下さい。」

　国連事務次長ジャヤンタ・ダナパラは、収
録が行われたばかりのテレビ番組「ワール

ド・クロニクル」での記者の質問に答えてこう
述べた。国連テレビ制作のこの３０分の円卓
会議番組は来週放送局に配給される。

　「我 は々テロリストの手に渡る可能性のあ
る大量破壊兵器を削減しなければなりませ
ん」とダナパラ氏は語った。「我 は々テロリスト
たちに、現時点で彼らが持っている以上の
道具を与えたくないのです。」

　事務次長は、また、「規範を設定し、我々、
文明社会に、それらの法の名において行動
する倫理的権利を与える」ような国際的な反
テロ条約の重要性を強調した。

　ダナパラ氏は、破壊的なテロ攻撃に対して
とりうる対応として、国連憲章は武力の行使
を排除してはいないと述べた。「我 は々、武器
の存在しない、理想的なユートピア的世界の
話をしているのではない」と、彼は第７章で国
際的な平和と安全保障という集団的な利益
を守る権利が論じられており、５１条では各国
の自衛権について書かれていることを指摘
しながら，国連憲章の考え方を語った。「これ
ら両方に、使うべき武器が明らかに必要とな
る。」

　「明らかに、これは安全保障理事会が理想
的には検討すべき問題である」と彼は強調し
た。「もしこのテロという卑劣な行為の責任
者、あるいは責任者たちが確定できれば、行
動がとられることになるであろう。」
（「ＰＮＮＤレポート１」より。訳：ピースデポ）

テロリズムと核軍縮に関する
国連の諸声明（３ページ上段の記事参照）

認められないことを保証すること。

４．国際テロと、多国籍組織犯罪、不法麻薬、
資金浄化、不法武器売買、および、核、化学、
生物およびその他の潜在的致死性物質の
不法移動との密接な関係を、憂慮をもって留
意する。また、この意味において、国際の安
全への重大な挑戦と脅威への世界的な対
応を強化する目的で、国家的、準地域的、地
域的および国際的レベルにおける努力の調
整を強化する必要性を強調する。

５．テロの行為、手段および実践は、国連の目
的および原則に反することを宣言する。また、
故意に、テロ行為に資金供与し、テロ行為を
計画しまたは煽動することもまた、国連の目
的および原則に反することを宣言する。

６．安保理暫定運営規則２８にしたがい、適切
な専門家の援助を得て、この決議の履行を
監視する、安保理の全参加国からなる、安保
理の委員会を、設立することを決定する。そ
して、すべての国家に対して、この決議の採
択の日から９０日以内に、そしてそれ以降は
この委員会によって提案される時間枠にし
たがって、各国がこの決議を履行するために
とった措置について、この委員会に報告する
ことを呼びかける。

７．この委員会に、この決議の採択から３０日
以内に、その任務を描写し、作業プログラム
を提出すること、および、事務総長と協議し
て、委員会が必要とする支援について検討

することを、指示する。

８．憲章の下での責任にしたがって、この決
議の完全履行を保証するためのすべての必
要な措置をとることを決意していることを、表
明する。

９．この事項への関与を維持することを決定
する。（訳：川崎哲）

uç５ページ右下からつづく

た新しい枠組みを推進しようとしている
ことに対して明確に反対し、ＡＢＭが戦
略兵器削減の基礎であると確認した。
　またコミュニケは、国連決議に触れず
に、「２００２年に始まる来るべきＮＰＴ再検
討過程の文脈において新アジェンダ・イ
ニシャチブを追求することが優先課題
である」と述べた。これは、今年は新ア
ジェンダは国連決議を出さないことを意
味しているとも解される。
　いっぽう、日本政府は、９月２５日の佐
藤行雄国連大使の総会演説で、「核兵
器のない世界への具体的な道筋」を示
す決議を提案すると明言した。私たち
は、日本政府がＣＴＢＴ（包括的核実験禁
止条約）の２００３年発効期限を含む内容
を堅持するよう、改めて強く要求したい。
日本政府の場合、新アジェンダよりも強く
打ち出している、ＣＴＢＴとＦＭＣＴ（カットオ
フ条約）の期限の提案だけでも継続し、
国際世論の受け皿となるべきである。
　なお、９月２５～２７日にニューヨークで
予定されていた、ＣＴＢＴ発効促進会議
はテロ事件のため延期され、開催の日
取りは未定である。（梅林宏道）

　米エネルギー省（ＤＯＥ）は、９月２６日、
通算１４回目の未臨界実験「オーボエ８」
を実施した。ネバダ地下核実験場のＵ１
－Ａ地区、地下約３００メートルの再利用
可能な特製の小部屋で行われた。
　１３回目の実験は、２０００年１２月１４日の
「オーボエ６」であった。「オーボエ８」は、
ローレンス・リバモア国立研究所の一連
の実験「オーボエ」シリーズの最後に位
置づけられている実験であるが、その間
の「オーボエ７」は技術的なトラブルがあ
り、まだ実施されていない。
　「オーボエ」後は、ロスアラモス国立研
究所の未臨界実験が、１２～１８カ月おき
に行われるという。

未臨界実験

「オーボエ８」実施

uç１ページ右下からつづく

●Ｍ ●Ｍ
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作成日 日本の署名日 米国の署名日
発効日 批准日 批准日

１９６３．９.１４（作成） １９６３．９.１４（署名） １９６３．９.１４（署名）
１９６９．１２.４（発効） １９７０．５.２６（批准） １９６９．９.５（批准）

１９７０．１２.１６（作成） １９７０．１２.１６（署名） １９７０．１２．１６（署名）
１９７１．１０.１４（発効） １９７１．４.１９（批准） １９７１．９．１４（批准）

１９７１.９．２３（作成） １９７１．９．２３（署名）
１９７３．１.２６（発効） １９７４．６．１２（加入） １９７２．１１．１（批准）

１９７３．１２.１４（作成） １９７３．１２．２８（署名）
１９７７．２.２０（発効） １９８７．６．８（加入） １９７６．１０．２６（批准）

１９７９．１２.１７（作成） １９８０．１２.２２（署名） １９７９．１２.２１（署名）
１９８３．６.３（発効） １９８７．６.８（批准） １９８４．１２．７（批准）

１９８０．３．３（作成） １９８０．３．３（署名）
１９８７．２．８（発効） １９８８．１０．２８（加入） １９８２．１２．１３（批准）

１９８８．２．２４（作成） １９８８．２．２４（署名）
１９８９．８．６（発効） １９９８．４．２４（加入） １９９４．１０．１９（批准）

１９８８．３．１０（作成） １９８８．３．１０（署名）
１９９２．３．１（発効） １９９８．４．２４（加入） 締結済み

１９８８．３．１０（作成）
１９９２．３．１（発効） １９９８．４．２４（加入） 締結済み

１９９１．３．１（作成） １９９１．３．１（署名）
１９９８．６．２１（発効） １９９７．９．２６（加入） １９９７．４．９（批准）

１９９７．１２．１５（作成） １９９８．４．１７（署名） １９９８．１．１２（署名）
２００１．５．２３（発効） 未締結 未締結

１９９９．１２．９（作成） 未署名 ２０００．１．１０（署名）
未発効 未締結

条約名

①航空機内で行われた犯罪その他ある種の行為に関
する条約　（東京条約）

②航空機の不法な奪取の防止に関する条約　（ハー
グ条約）

③民間航空の安全に対する不法な行為の防止に関
する条約　（モントリオール条約）

④国際的に保護される者（外交官を含む。）に対する
犯罪の防止及び処罰に関する条約

⑤人質をとる行為に関する国際条約　（人質条約）

⑥核物質の防護に関する条約　（核物質条約）

⑦１９７１年９月２３日にモントリオールで作成された民間
航空の安全に対する不法な行為の防止に関する条約
を補足する国際民間航空に使用される空港における
不法な暴力行為の防止に関する議定書

⑧海洋航行の安全に対する不法な行為の防止に関
する条約

⑨大陸棚に所在する固定プラットフォームの安全に対
する不法な行為の防止に関する議定書

⑩可塑性爆薬の探知のための識別措置に関する条
約

⑪テロリストによる爆弾使用の防止に関する国際条約
（仮称）

⑫テロリズムに対する資金供与の防止に関する国際
条約（仮称）

①航空機内の安全に影響を及ぼす行為に適用され、航空機の安全
を守るために必要なときには合理的な措置を講じる権限を機長に
認める。

②飛行中の航空機内における暴力、暴力による威嚇その他の威嚇
手段を用いて航空機を不法に奪取しまたは管理する行為（未遂・
加担行為を含む）を犯罪行為と規定し、「厳重な処罰」を約束する。

③飛行中の航空機の安全を損なうおそれのある、航空機内の人に対
する暴力行為、業務中の航空機の破壊・加害行為、損害を与える
措置・物質を置く行為、航空施設の破壊・運用を妨害する行為、虚
偽情報の通報（未遂・加担行為含む）を犯罪とし、厳重に処罰。

④(a)国家元首、政府首長、外務大臣、(b)国家の代表者・公務員ま
たは政府間国際組織の職員・代理人で、国際法により身体・自由・
尊厳に対する攻撃からの特別の保護を受ける権利を有している
ものを「国際的に保護される者」といい、これらの人々の殺害、誘
拐、身体・自由に対する攻撃や、その身体・自由を危うくする公館・
個人的住居または輸送手段に対する暴力的攻撃などを、各締約
国が犯罪とすることを規定する。

⑤犯罪行使者が、人質を逮捕・監禁し、かつ、脅迫して、第三者にあ
る行為を行うことまたは行わないことを強要することを「人質行為」
とし、国内法上の犯罪として処罰することができる規定を設けるよ
う締約国に義務づける。

⑥国際的核輸送中の平和的目的の核物質に対する犯罪を扱い、領
域内または自国向けもしくは自国から輸送中の船舶・航空機上に
おいて行われた核物質の窃取、強取、横領、詐取する故意の行為
等を、国内法上の可罰犯罪とすると規定する。

⑦モントリオール条約（上記③）の規定を国際民間航空に利用される
空港におけるテロ行為を包含するように拡大。

⑧国際航空に対する行為に適用される法制度と類似した、国際海洋
航行に対する不法な行為に適用される法制度を確立。

⑨国際航空に対する行為に適用される法制度と類似した、大陸棚に
所在する固定プラットフォームに対する不法な行為に適用される法
制度を確立。

⑩探知できない可塑性爆薬の使用を管理・制限することを目的とし、
自国領域における「無標識」可塑性爆薬（条約の技術付属文書に
記載された探知作用薬剤を一種類も含んでいない爆薬）の効果
的な管理を締約国に義務づける。

⑪人間の殺傷、また公共の場所の破壊を意図して、様 に々定義され
る公共の場所の中で（に対して）、不法かつ意図的に爆薬その他
の致死的装置を使用することに対する普遍的管轄権制度を創設。

⑫麻薬取引や銃砲の密輸入のような不法活動にも従事しているテロ
リストへの資金供与を防止し、妨害措置を講じることを締約国に義
務づける。（下段の注は黒崎輝による）

テロ関連国際条約一覧
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米同時多発テロ年表　２００１．９．２１～２００１．１０．５　　（日付は現地時間）

在日米軍
２１●米空母キティホーク、横須賀
基地出港。海自の護衛艦２隻（「しら
ね」「あまぎり」）などが周辺警備。
カッシングとゲアリーも。

２２●強襲揚陸艦エセックス、佐世
保港を出港。海自の護衛艦はるゆ
きが直接護衛。
●神奈川陸軍キャンプ座間所属Ｕ
Ｈ６０型ヘリ二機が飛行訓練。ＥＰ３Ｅ
電子収集機一機が嘉手納空港を
出発。陸軍貯油施設に米軍給油船
モンタークが沖合停泊。海自の小
型艇が護衛した。

２３●嘉手納基地でＭＣ１３０がトラブ
ルを起こし緊急着陸したもよう。

２４●金武町の在沖海兵隊訓練場
で特殊作戦任務を帯びた上陸訓
練を初確認。
●嘉手納飛行場での戦闘機の動
きが活発化。

２５●キャンプ座間ゲート、米兵が基
地外に銃口を向け機関銃を構え
る。

２７●厳戒態勢の在沖基地で、通過
する日本の緊急車両をチェックす
ると消防本部に通知されていた。

３０●空母キティホーク、横須賀基
地に帰る。カーチスウィルバーも帰
港。給油艦ラパハノック寄港。弾薬
船フリント出港。

１●空母キティホーク、横須賀基地
を再出港。海上保安本部が特殊部
隊や巡視船で警備。
●攻撃型原潜ブレマートン、佐世
保基地を出港。

２●キティホーク所属のＦＡ１８ホー
ネット６機が嘉手納基地に飛来。
●佐世保を強襲揚陸艦エセックス
などが出港。

４●ＷＢにミサイル・フリゲート艦バ
ンデグリフト、ドック型揚陸艦フォー
ト・マクヘンリー、掃海艦ガーディア
ン、掃海艦パトリオット入港。

５●国土交通省、米軍の要請受け、
在沖米軍５施設上空でのヘリの飛
行自粛要請求める航空情報出す。
●エセックス、ＷＢに入港。

世界
２１●タリバン・ザイーフ駐パ大使、
ビンラディンの引渡し拒否くり返す。
●ＥＵ、緊急首脳会議で報復に参
加準備合意。

２２●ＵＡＥ、対タリバン断交決定。

２４●ビンラディン、パキスタンに聖
戦呼びかける声明を発表、とカター
ルの衛星テレビが報道。
●ロ・プーチン大統領、５項目の対
応策発表、直接武力行使不参加。

２５●中国・独首相、電話会談。協力
強化で一致。
●サウジ、対タリバン断交発表。
●オマル師、米国民に向け「抑圧
への復讐」と主張、とＡＩＰ。
●Ｇ７財務相、電話会談でテロ関係
資産の凍結で基本合意。

２８●安保理、米提出のテロ資金根
絶決議１３７３を全会一致で採択。
●オマル師、ビンラディン氏引渡し
拒否を再度強調。
●タリバン、英女性記者を逮捕、と
ＡＩＰ。

１●国連総会のテロ問題集中会議
が開幕。アナン事務総長、兵器の
包括的管理を提唱。
●亡命中のアフガン元国王と「北
部同盟」、国家統一への声明発表。

２●ＮＡＴＯ、ビンラディンのテロへ
の関与が立証されたとして集団的
自衛権を正式発動。
●イラン国防相・ロシア外相会談。
イランは国連の枠内でテロ拠点攻
撃支持。
●アナン事務総長、現行決議で軍
事報復が可能と表明、ＡＢＣテレビ。
●タリバン・ザイーフ大使、米国に
対話を呼びかけ。
●英ブレア首相、米とともに軍事力
行使準備と言明。

４●イスラエル発のシベリア航空旅
客機が黒海上空で爆発、墜落。

５●米国防長官、ウズベキスタン大
統領と会談。人道目的に限定した
同国空港使用の容認を得る。
●米国務長官、トルコ首脳と会談。
トルコ、軍事行動全面支援を約束。
●英・パ首脳会談。パはタリバンの
テロ関与の証拠受け入れ表明。
●旅客機墜落事故、ウクライナが
誤射の可能性認める。

日本

２２●首相が「テロ対策担当省」（仮
称）の新設を検討中と政府筋。

２３●防衛庁、イージス艦を含む艦
隊を２７日にも佐世保からインド洋
に派遣する方針。
●政府、「テロ対策担当大使」ポス
ト新設の方針を決定。

２５●首相、ブッシュ大統領と会談。
資金源の断絶、情報の共有、自衛
隊派遣新法など。
●海自佐世保基地、食料品、弾薬
等のイージス艦「こんごう」への積
み込み開始。

２６●海自佐世保基地、弾薬等の
護衛艦「くらま」への積み込み開
始。

２７●首相所信表明演説。自衛隊
派遣など７項目の支援策実施を改
めて強調。
●杉浦外務副大臣、ムシャラフ大
統領に対日債務の返済繰り延べを
表明。

２９●警視庁、重要施設の警備強
化方針を発表。

３０●高村元外相、首相の特使とし
てサウジアラビア、イランへ出発。

２●柳井駐米大使、ビンラディン関
与の証拠が米政府から日本に開
示されていたと発表。

３●パウエル国務長官が記者会見
で、「タリバン後」のアフガン再建へ
の日本の支援に期待を表明。

４●日・ロ首脳電話会談。米同時テ
ロに対し国連などを通じてＧ８
が緊密に連携することで一致。

５●官房長官、自衛隊の携行する
武器について、政府の「武器輸出３
原則」の対象外と談話。
●アーミテージ国務副長官、「旗見
せろ」発言は、全面協力の態度決
定を日本に求めたとの考え示す。
●政府、テロ対策特措法案、自衛
隊法改正案閣議決定、国会提出。
●難民援助で空自輸送機が小牧
基地からパキスタンに派遣。
●厚労省、「バイオテロ」対策を全
国に指示。
●首相、衆院予算委で、新法成立
前にはイージス艦等自衛艦を派遣
しないと発言。

米国
９／２１

９／２２ ●パウエル国務長官、英ＢＢＣ放送
とのインタビューで、今回の報復で
の核兵器使用の可能性を否定。
●特殊部隊がアフガン隣接国へ
の展開開始とＵＳＡトゥデー報道。
●ブッシュ大統領、１９９８年からの
印パ経済制裁の解除を決定。

９／２３ ●国務長官、「米兵に死傷者も」と
発言、地上戦の可能性を示唆。

９／２４ ●大統領、テロ関連の２７個人、組
織の在米資産を凍結命令に署名。
●ＤＯＤ代表団、パキスタンとの協
力協議。物資輸送の警備を要請し
た、とパ国防省筋が発表。
●下院、今年分の国連滞納分担
金の支払い認める法案を可決。

９／２５ ●フライシャー米大統領報道官、
大統領の日韓訪問延期を発表。
●米中首脳会談。テロへの闘いで
協力することで一致。２５日から共
同でテロ対策専門家協議へ。
●バウチャー国務省報道官、対パ
経済制裁の一層の緩和と経済支
援を発表。

９／２７ ●ＤＯＤ高官、ＮＡＴＯ国防相会議
で、ビンラディン関与の証拠提示。

９／２８ ●大統領、タリバン政権と「交渉し
ない」と述べる。
●特殊部隊が既にアフガンに潜入
しているとＵＳＡトゥデーが報道。

９／２９

９／３０ ●カード大統領首席補佐官、政府
として初めてタリバンに退陣要求。

１０／１ ●大統領、連邦緊急事態管理局
で演説、アルカイダ所有口座など７
億余の資産凍結を公表。

１０／２ ●政府、ビンラディン氏の犯行証
拠は電話記録などと各国に説明し
た、と米ＮＢＣテレビが報道。

１０／３ ●厚生長官、生物兵器防衛強化
策を発表。米下院委は細菌などの
規制強化法案可決。
●ラムズフェルド国防長官、サウ
ジ、オマーン、エジプト、ウズベキス
タンの歴訪に出発。

１０／４ ●ＤＯＤ、オマーンに戦闘機やミサ
イルなど兵器合計１１億２千万ドル
供与と発表。

１０／５

ＡＩＰ＝アフガン・イスラム通信／ＤＯＤ＝国防総省／ＥＵ＝欧州連合／ＮＡＴＯ＝北大西洋条約機構／ＮＴ＝
ニューヨーク・タイムズ／ＵＡＥ＝アラブ首長国連邦／ＷＢ＝ホワイト・ビーチ／ＷＰ＝ワシントン・ポスト
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国防総省の新広報ガイドライン
●作戦上の安全を最重要事項とする。
●情報提供と作戦上の安全保護との間
でバランスをとる。

●慎重すぎるほどの注意が必要である。
●それでも一般市民への情報提供が皆
さんの職務であると認識している。
●テロリストは、彼らの情報の多くを機密
指定されていない情報源から得るもの
である（インターネット、テレビ、新聞）。

許可可能事項
●地域の上級司令官、下級兵士、その中
間の人員のインタビュー

●出発する部隊へのメディアの随行
●セキュリティー・レベル強化の確認
●一般市民にも明らかな部隊移動の確

認
●配備命令の受領の確認
●通常に計画されている訓練に関するメ
ディア活動

禁止事項
下記に関する情報の公開またはコメント：
●現在および将来の作戦
●現在の任務能力の概要
●配備部隊の具体的な場所、任務
●部隊防護レベル、具体的に取られてい
る措置、または関係している人員

部隊の防護
●我 は々セキュリティー態勢の強化の確
認はするが、具体的なことには言及し
ない。

●多くの軍が基地ゲートからセキュリ
ティー・レベル表示を撤去している。

●レベルについてのレポートは必要か？
（討論）
●ゲート内に見えるセキュリティー措置に
ついての報道を差し控えて欲しい。

家族
●軍人は作戦上の機密指定事項（展開場
所、移動日時等）を家族に知らせないこ
とになっている。
●我 は々部隊の移動、帰還日程について
の家族による噂を確認しない。

●部隊の家族が、肉親の配備場所につ
いて話すということは起こり得る。

●メディアが流さないでほしい。
●世界のどの地域に展開中かという情報
のみ確認が可能。

配偶者インタビュー
●軍の仕事は軍人の不在時に家族の安
全を守ることである。

●家族はテロリストの「関心の的」になりう
る。
●その目的は展開地についてのデータを
家族から奪うことである。

●姓ではなく名のみを使用（望ましい）、ま
たは１つの識別情報を除く（配偶者の部
隊名、出身地等）。

　核兵器廃絶への道が揺らいでいる。
　日本政府の姿勢が問われるふたつの問
題が起きている。「核兵器廃絶への明確な
約束」を昨年のＮＰＴ（核不拡散条約）再検
討会議が採択したことを受けて、日本政府
は昨年の国連総会でオーストラリア政府と
共同で「核兵器廃絶への道程」と名づけた
決議案を提出して圧倒的な賛成を得た。こ
の決議案の大きな意義としてあげられるの
は、ＣＴＢＴの条約発効の目標を２００３年とし
て初めて期限を画したことであった。小泉
首相も今年の広島・長崎での平和祈念式
典で多くの被爆者を含む市民の前で、ＣＴ
ＢＴ発効促進のために全力で取り組むこと
を約束している。
　しかし今年８月、本年の国連決議につい
てＮＧＯ団体と協議した外務省の担当者
は、アメリカ政府の最近の動向に沿わない
という理由でこの目標期限を明示しない意
向であることを表明した。このことは、日本
政府の核兵器廃絶への取り組みの後退を
意味する。本年度わが国が国連総会に提

ＣＴＢＴ（包括的核実験禁止条約）に関する意見書
出する決議案がそのような内容になるな
ら、昨年の決議に賛成した諸国の反発を
招くことになるだろう。

　

　もうひとつはアメリカの水爆における爆
発現象（核融合）の研究を行い、核兵器に
関する専門家集団と新しい核弾頭を設計
し、製造する能力を維持することを目的と
して建設中の「国立点火施設（ＮＩＦ）」に、
日本の光学ガラス最大手メーカー「ＨＯＹ
Ａ」の米国現地法人が主要部品を納入し
ていることだ。ＣＴＢＴをすでに批准してい
る日本の企業がこのような核兵器用施設
に協力することは「核兵器の開発及び質
的改善を抑制し、並びに高度な新型核兵
器の開発を終了させる」というこの条約の
主要な目的の精神に明確に反する。ブッ
シュ政権は前政権の政策を踏襲せずＣＴ
ＢＴの批准に後ろ向きな態度だが、もしこ
の施設（ＮＩＦ）完成後にアメリカ政府が核
実験を再開すれば、日本はＣＴＢＴの違反
国となる。ＨＯＹＡは広島・長崎市長や被爆

在日米軍司令部による
報道自粛要請

者団体の抗議で一時はこのレーザー増幅
用の特殊ガラスの納品を見合わせたが、こ
の３月から再開すると発表して、その後は
反核団体の抗議も受け付けない態度を明
確にした。被爆国日本の企業として許され
ることではない。
　よって調布市議会は、以下の事項を政
府・外務省に要求するものである。

１．外務省はＣＴＢＴの早期発効に対する態
度を後退させることなく、本年度以降も世
界に向けて明確に約束した２００３年発効
という目標期限を堅持し、アメリカ政府は
じめ諸外国への働きかけを続けること。

２．米国現地法人とはいえ、本社を日本に持
つ企業が核兵器開発の協力を行うこと
は許されない。ＨＯＹＡに対し、外務省は
適切な指導を行い、「国立点火施設（ＮＩ
Ｆ）への部品納入をやめさせること。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意
見書を提出する

平成１３年９月２８日
調布市議会議長　鈴木正昭

提出先　内閣総理大臣　外務大臣

調布市議会意見書（２００１．９．２８）

　米同時テロ発生以来、ペンタゴン（米国防総省）は、米軍の
動きに関する機密保持の必要性を繰り返し訴えてきた。これら
を受け、１０月３日には、在日米軍司令部によって、国内の報道
機関と海外通信社などに対して、テロ報復作戦関連の米軍部
隊の動きや基地の警戒態勢の詳細についての報道自粛が要
請された。戦争のときほど、市民にとって情報操作に警戒しな
ければならないときはない。以下は実際に報道関係者に配布
された英文ガイドラインの全文のピースデポ訳である。

●Ｍ
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米同時多発テロ関係は８ページ

ＡＢＭ＝対弾道ミサイルシステム／ＤＯＤ＝米国防
総省／ＩＡＥＡ＝国際原子力機関／ＭＤ＝ミサイル
防衛／ＮＡＴＯ＝北大西洋条約機構

(作成:吉澤庸子、中村桂子）

次の人たちがこの号の発行に参加･協力しました。
秋山祐子(ピースデポ)､川崎哲(ピースデポ)､中村桂子（ピースデポ）、青柳絢子、黒崎輝、津留佐和子、前田哲男、吉澤庸子、梅林宏道

ＡＢＭ＝対弾道ミサイルシステム
ＡＷＡＣＳ＝空中指揮管制機
ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約
ＤＯＥ＝米エネルギー省
ＦＭＣＴ＝カットオフ条約
ＩＡＥＡ＝国際原子力機関
ＩＣＣ＝国際刑事裁判所
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＲＯＥ＝交戦規則、部隊行動基準
ＰＫＯ＝平和維持組織

今号の略語

ピースデポの会員
になって下さい。

会員には、『モニター』と『会報』が郵送さ
れるほか、情報の利用にあたって優遇さ
れます。（会員種別、会費、手続について
は、お問い合わせ下さい。）『核兵器・核
実験モニター』の購読のみも可能です。

宛名ラベルメッセージについて
・会員番号（６桁）：会員の方に付いています。
・「（定）」：会員以外の定期購読者の方。
・「今号で誌代切れ、継続願います。」「誌代
切れ、継続願います。」：入会または定期購
読（年６，０００円）の更新をお願いします。
・メッセージなし：贈呈いたしますが、入会を
歓迎します。

ピースデポ電子メールアドレス
事務局＜office@peacedepot.org＞
梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
川崎哲＜kawasaki@peacedepot.org＞
中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞

アメリカ合衆国大統領　ジョージ・ブッシュ様
広島・長崎からのアピール
核兵器使用を含む軍事的報復でなく法と理性による解決を
　このたびアメリカを襲った凶暴な同時テロは、いかなる理由があろうと決して許され
ることではありません。私たちは数千名にのぼる犠牲者の方 に々心から哀悼の意を表し、
すべての関係者の皆様にお見舞いを申し上げます。私たちはこのような暴挙と惨劇の
再発を阻止する平和的方法を早急に考え出さねばなりません。
　ところが、貴国は、テロ撲滅と称して国際法で禁止されている報復戦争をしようとして
おり、すでに在日米軍を始め数十万の大部隊をインド洋から中東に派兵しています。し
かも、貴国は、国家的テロにほかならない核兵器使用の可能性も否定していません。こ
れは、広島・長崎で地獄の体験をした私たちには絶対に容認できないことです。そうし
た軍事的報復が多数の無実の市民を巻き添えにし、新たな憎悪や怨念を生み、ついに
は核ジャックや核施設への攻撃など、暴力の果てしない連鎖を呼び起こすことは明か
だからです。
　目標は、テロの歴史的社会的要因を冷静に追究し、法と理性にもとづく平和的対話と
説得、そして国際的司法制度を通した法的解決にあります。
   最後に私たちは、第56回国連総会において、貴国が昨年のＮＰＴ再検討会議や国
連総会で確認された核不拡散・核廃絶への明確な約束とＣＴＢＴの早期批准を即刻実
行に移されるよう強く要望します。特に、新たな核軍拡競争を誘発し、宇宙戦争にまでつ
ながりかねないミサイル防衛構想は直ちに中止すべきです。
　人類最初の核による攻撃を受けた被爆都市ヒロシマ・ナガサキからのアピールにぜ
ひ耳を傾けてください。
送り先：
アメリカ合衆国大統領　　ジョ－ジ・ブッシュ様
〒１０７-８４２０　東京都港区赤坂１-１０-５　在日アメリカ大使館気付
ＦＡＸ:０３-３５０５-１８６２

呼びかけ団体：
核兵器廃絶をめざすヒロシマの会
（共同代表）岡本三夫、河合護郎、森瀧春子（顧問）平岡敬、庄野直美
（事務局）広島市中区上八丁堀８-２３　広島県生協連内
ＴＥＬ０８２-５０２-３８５０岡村、ＦＡＸ０８２-５０２-３８６０、E-Mail:nnw21@egroups.co.jp

核兵器廃絶ナガサキ市民会議
（共同代表）上田喜志子、鎌田定夫、上谷繁之、下平作江、土山秀夫、朝長万左男、中崎幸夫、原
章夫、藤原辰雄、舟越耿一、升本由美子、山口仙二
（事務局）長崎市目覚町２５-５ 長崎平和研究所内
ＴＥＬ＆ＦＡＸ:０９５-８４８-６０３７、E-Mail:nagasaki-heiwa@nifty.com

●９月２１日　ＩＡＥＡ年次総会、核物質や核関連施
設の管理強化の重要性盛込んだ決議を採択し閉
幕。
●９月２１日　米上院、ブッシュ政権提案のＭＤ開
発予算を満額で認める修正案、全会一致で承認。
●９月２２日　米政府、９８年の核実験に伴う対印パ
制裁を解除。
●９月２６日　ＤＯＤ、１４回目の未臨界実験「オーボ
エ８」を実施（本誌参照）。
●９月２９日　米国務次官、ロ外務次官と会談。ア
フガン情勢への米ロ協力とＡＢＭ制限条約の改廃
問題を協議。
●１０月１日　米国防長官、「四年期国防見直し」
（ＱＤＲ）を議会に提出。「非対称の脅威」への対
応、米本土防衛と特殊部隊強化を最優先。二正面
戦略見直し明記。
●１０月２日　米上院、ＭＤ開発費８３億ドルを含む
総額３，４３０億ドルの０２年会計年度国防予算案を
全会一致で承認。テロ対策費に６０億ドル。
●１０月２日　ＮＡＴＯ、テロ対抗措置について集団
的自衛権を正式発動。
●１０月４日　ロシア民間機が空中爆発、墜落。ウ
クライナ軍の対空ミサイルの誤射か。
●１０月５日　日本政府、テロ対策特措法案と自衛
隊法改正案を国会に提出（本誌参照）。

沖縄
●９月２１日　外務省、原潜出入港情報を報道機
関に伝達しないよう３自治体に要請。
●９月２５日　米海兵隊司令部、対テロ訓練の一
部の沖縄からグアムへの移転を空軍に要求したと
発表。

　以下のアピールは、広島、長崎の市民団体が、他の団体・個人に米大統領
あてに送るよう呼びかけているものです。

●９月２５日　沖縄県勝連町と県水産中央会、県、
外務省の方針に沿って、原潜寄港情報の当面非
公表を決定。
●９月２７日　小泉首相、所信表明演説で沖縄の
振興開発推進を強調、基地負担軽減へ努力の継
続を表明。
●９月２７日　下地衆議院議員（自民）、国土交通
省佐藤副大臣に、沖縄観光へのテロの影響懸念
で対策要望。
●９月２７日　稲嶺知事、米国の臨界前核実験実
施への抗議文を発表。
●９月２７日　土地連の屋良会長、県牧野副知事
に軍転法１０年延長の政府・与党への要請を
申し入れ。
●９月２８日　県議会９月定例会、代表質問開始。
●１０月１日　知事、県議９月定例会代表質問で地
位協定改定に超党派による取り組みが不可欠と
表明。
●１０月１日　米国防省により公表の四年期国防
見直しで、沖縄基地堅持の方針が明らかに。
●１０月２日　米軍、在沖米海兵隊基地内勤務の
日本人警備員に射撃訓練を実施と判明。
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